
 

 

１ 本庄市の状況  

（１）人口の推移 

総人口は近年漸減傾向

人となっています。  

平成 1３年から平成

（０～14 歳）、生産年

歳以上）は増加し続けて

口割合を比較すると年少

から、少子化、高齢化が

◆年齢三区分別人口の推移

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 
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資料：住民基本台帳 
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向にあり、平成２１年４月１日現在の市の

２１年にかけての年齢三区分別人口推移

年齢人口（15～64 歳）が減少し続けてお

ています。さらに、総人口に占める年少

少人口は毎年減少しており、老年人口は

が進行しているといえます。   

移                   

口の推移                

949 11,735 11,616 11,400 11,223

45 54,797 54,455 54,411 53,970

483 15,824 16,283 16,648 17,133

577 82,356 82,354 82,459 82,326

17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

19.2 19.8 20.2 20.8 

14.3 14.1 13.8 13.6 

年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

市の現状 

の総人口は82,326

をみると、年少人口

おり、老年人口（65

人口割合と、老年人

増加傾向にあること

     単位：人 

     単位：％ 

年

老年人口

生産年齢人口

年少人口

老年人口割合

年少人口割合
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（２）人口構成  

５歳ごとの年齢階級別人口構成をみると、昭和54年の人口ピラミッドは、団塊

世代が結婚し、その子どもである団塊ジュニア世代が生まれ、人口ピラミッドも人

口が安定している「釣り鐘型」をしています。     

平成２１年では、団塊世代が中高年に差し掛かり、また、その団塊ジュニア世代

が結婚適齢期を過ぎても、昭和 54 年の人口ピラミッドとは違い児童数は増加して

おらず、人口ピラミッドは、将来人口の減少が予想される「つぼ型」となっていま

す。    

◆昭和５４年の人口ピラミッド 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ◆平成２1年の人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳                    

2,673
3,117

2,719
2,562
2,350
2,861
3,059

2,626
2,428
2,407
2,287
2,018

1,546
1,464

1,033
835

439
226

0 2,000 4,000

女性

2,849
3,292
2,814
2,474
2,349

2,748
3,244
2,797
2,495
2,388
2,204

1,471
1,276
1,045
886
556
266
87

02,0004,000

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85以上

男性

1,717

1,928

2,059

2,201

2,429

2,573

2,948

3,318

2,847

2,613

2,725

3,212

2,932

2,416

1,904

1,466

1,005

563

02,0004,000

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85以上

男性

1,665

1,839

2,015

2,078

2,245

2,439

2,622

2,964

2,661

2,517

2,584

3,139

2,923

2,543

2,211

1,978

1,556

1,491

0 2,000 4,000

女性

単位：人 

単位：人 



（３）子どもの数の推移

乳幼児・小学校児童数

9,965人であった児童

人減少しています。  

平成１３年には各年齢

５歳では600人台とな

 

◆乳幼児・小学校児童数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 
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移 

数（１１歳以下の人口）は年々減少してお

童数が、平成２１年には8,732人となり、

齢ごとに約 800 人いた子どもが、平成

なり、少子化が進行しています。  

（１１歳以下人口）の推移 

682 644 694 638

708 683 647 692

723 706 700 661

759 719 722 695

785 763 725 705

820 778 771 715

750 813 782 780

821 744 813 780

854
816 750 803

797
854 810 754

850
796 857

820

850
837 800

854

9,399
9,153 9,071 8,897

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

おり、平成１３年に

、８年間で1,233 

２１年度の０歳から

 単位：人 
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（４）世帯数の推移  

１８歳未満の児童がいる世帯の中の核家族世帯割合（ひとり親世帯含む）は、昭

和５５年から平成２年にかけては横ばいでしたが、その後徐々に増加し、平成１７

年には７３.６％となっています。逆に三世代世帯割合は減少傾向にあり、平成17

年には２０.７％となっています。ひとり親世帯割合については、昭和 55 年に

4.4％だったのが、平成１７年には９.２％となっており、年々増加しています。      

また、一般世帯に占める１８歳未満の児童がいる世帯割合をみると、昭和５５年

では、５７.８％でしたが、平成１７年では、２８.９％となっており、子どもがい

る世帯割合が減少し続けています。   

 

◆18 歳未満の児童がいる世帯割合の推移                  単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆一般世帯に占める 18歳未満の児童がいる世帯割合の推移          単位：％ 
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（５）人口動態の推移  

出生数と死亡数による人口の自然動態をみると、各年度で波はあるものの、出生

数は減少傾向にあり、死亡数は増加傾向にあることから、その増減である自然増加

数は年々減少傾向にあります。  

◆自然動態                               単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

 転入と転出による人口の推移をみると、その増減は一定ではありませんが、全

体的には転入と転出がほぼ同数となっています。  

◆社会動態                                単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 
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（６）婚姻、離婚件数の推移  

婚姻件数は、平成５年をピークにその後はおおむね減少傾向にあります。  

また、離婚件数は平成１３年まで増加傾向にあり、その後は横ばい傾向にありま

す。  

 

◆婚姻・離婚件数の推移 
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平成

単位：件数 

資料：住民基本台帳 

昭和 
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（７）未婚率の推移  

未婚率について男女別の状況をみると、どの年代の未婚率も増加傾向にあり、特に

男性では３０～３４歳で増加幅が大きく、昭和５５年から平成１７年にかけて 29.1

ポイント増加し、女性では２５～２９歳において31.1 ポイント増加しており、非婚

化、晩婚化が進行しています。  

◆年齢別未婚率（男性）                         単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

◆年齢別未婚率（女性）                         単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（８）出生率の推移 

合計特殊出生率は一人の女性が一生の間に産む平均の子どもの数で、人口の現状

を維持するのに必要な水準である２．０８を下回ったままの状態です。  

◆合計特殊出生率                           単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）男女の就業状況 

男女別の就業状況を見ると、「主に仕事」をしている女性は男性の半分以下の状

態で、「非労働力」として仕事に就かない人は女性が男性の倍以上となっています。  

また、雇用形態を見ると男女とも正規の職員・従業員の比率が低くなってきてお

り、パート・アルバイトの比率が増えてきています。特に女性はパート・アルバイ

ト等の比率が５割を超えています。 

◆男女別労働状態                           単位：人 
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資料：保健統計年報 
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◆全国の雇用形態割合  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：昭和６０年及び平成７年は総務省「労働力調査特別調査」、平成１７年は「労働力調査年報」 

 

女性の年代別労働力率をみると、２０歳代後半から落ち込む傾向が見られ、この

グラフ形状からＭ字型曲線と言われています。  

これは、女性が結婚・出産により一旦仕事から離れ、子育てが終わると再び仕事

に戻ってくることを表しています。 

◆年齢別労働力率                            単位：％ 
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（１０）乳幼児健康診査受診率の推移 

乳幼児健康診査の受診率では、どの健康診査においても８０％以上の受診率を維

持しています。 

 

◆乳幼児健康診査受診率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資料：健康推進課 
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単位：％ 



（１１）認可保育所の状

市内の認可保育所は、

か所の合計２２施設が整

保育児童数は、平成

ています。 

◆保育所の定員と在籍児童

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
◆年齢別保育児童数   
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資料：保育課（４月当初） 

資料：保育課（４月当初） 
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状況 

、平成２０年度では、公立７か所（１か

整備されています。  

１７年度１，９５２人をピークとし、そ

童数                  

                   

1156
1239

1379 1388 1441
1523 1

1130 1130
1250 1220

1280 1330 1

495 495 495 495 495 495

445 473 462 459 435 429

２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８

0 54 54 40 52 36 44

37 180 184 190 197 207 199

47 256 287 273 284 313 308

78
404 395 451 427 434 428

11
402 457 424 484 460 469

78
416

464 469 432 502 46201 
1,712 

1,841 1,847 1,876 1,952 1,910 1

年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １

所休所）、私立１５

の後は横ばいとなっ

      単位：人 

      単位：人 

1507 1522 1536

1330 1330
1425
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403 377 373

８年度 １９年度 ２０年度
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定員 私立

定員 公立

在籍児童数 公立

50 51

200 244
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479 457

1,899 1,909 

１９年度 ２０年度

５歳

４歳

３歳

２歳

１歳

０歳
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（１２）幼稚園の状況 

平成２０年度では、幼稚園が９か所設けられており、幼稚園児数は年々減少傾向

にあります。 

 

◆幼稚園児数                              単位：人 
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（１３）放課後児童クラブの状況 

民間児童クラブは平成１６年度１児童クラブ、平成１８年度２児童クラブが新設

され、平成20年度現在１１クラブ児童クラブとなり、年間平均児童数で５６２名

の保育を行っています。 

公立学童保育室は、平成１６年度から試験的に開催していた藤田学童保育室を平

成１９年９月より藤田小学校内で開設、寿学童保育室は市民から寄付を受け平成

19年４月より開設し、民間児童クラブを含めた市全体では６５１人の保育を行い

待機児童の解消を図りました。  

◆民間学童の児童数と施設数                    単位：人・箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

◆公立学童の児童数と施設数                    単位：人・箇所 

 

  

229
288 335

387 408 452
68

69
78

106
112

110

297
357

413

493
520

562

8
9 9

11 11 11

0
2

4
6
8

10
12
14

16
18
20

0

100

200

300

400

500

600

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

施
設
数

児
童
数

１～３年生 ４～６年生 施設数

50
59 62 62

83
89

2

3 3 3

4 4

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

施
設
数

児
童
数

１～３年生 施設数

資料：子育て支援課 
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（１４）児童虐待・いじめ等の状況  

本市の新規児童虐待件数は平成１９年度一度減少しましたが、平成２０年度更

に増加しており、熊谷児童相談所管内のように全体としては虐待の件数は増加傾

向にあります。  

また、市内小中学校のいじめと不登校の状況では、いじめは小学校での発生件

数が増加しており、不登校は中学校で増加しています。  

◆児童虐待新規相談件数                        単位：件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆いじめ発生件数                          単位：件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆不登校児童の発生状況                        単位：件数 
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２ 人口推計 

（１）総人口の推計 

平成１５年から人口減少が始まっており、引き続き漸減傾向が予想されること

から、平成２６年度の総人口は８１，４８８人と予想されます。  

    推計人口の年齢三区分別人口をみると、年少人口、生産年齢人口ともに減少が

予想され、老年人口は増加することが予想されます。  

また、総人口に占める年少人口の割合と、老年人口の割合を比較すると、年少

人口は１．１％減少し、老年人口は３．３％増加すると予想され、益々の少子化、

高齢化が進行すると予測されます。 

◆年齢三区分別人口推計の推移                     単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成１７年から平成２１年までの毎年４月１日現在の住民基本台帳人口をもとにコーホート変化率法で推計 

◆年少人口及び高齢者人口推計の推移                  単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成１７年から平成２１年までの毎年４月１日現在の住民基本台帳人口をもとにコーホート変化率法で推計 
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（２）児童人口の推計   

乳幼児・小学校児童数（１１歳以下の人口）の人口推計は、平成２１年が8,732

人である児童数が、平成２６年には7,838 人になることが予測されます。  

 

◆児童人口の推計の推移                        単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成１７年から平成２１年までの毎年４月１日現在の住民基本台帳人口をもとにコーホート変化率法で推計 
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